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1.は じめに

景気 は依 然 と して厳 しい状 況 にあ る。 だが 、底 ば い とい う景況判 断 もみ られ始 め る よう

になって きた。 変化 の兆 しが顕 れ始め た景気 とは対 照 的 に、雇 用状 況 は失業率 の 日米逆転 、

非 自発 的失業者 の百万 人の大台突破 な ど統計 資料 にみ るか ぎ り、改 善 の兆 しさえ認 め られ

ない。 あいつ ぐ大型倒 産 、金融機 関の破綻 や公的資 金導 入に と もな うリス トラ策 の表明 、

また、 日立製作所 やNECな ど巨大ハ イテ ク企業 の予想 外 の巨額 の赤字 と本格 的 な リス ト

ラ策の発 表 な ど、す そ野 の広 が りは もちろんの こと、 日本経 済 の牽 引役 を担 って きた主 要

諸 産業 の動 向 に象徴 され る ように、 リス トラ策 の主柱 の ひ とつ とされ る大幅 人員削 減案 を

み る と、雇 用 ・失業 問題 は、構造 改革 の遅 れ もあい ま って 、む しろ一段 の悪化 が想 定 され

る状 況 にあ る。 この よ うに、競争 力 回復 を意 図す る大胆 な人員削 減 を実 行せ ざる をえない

雇 用調整 本格化 の段 階 を迎 え、 当然の こ となが ら、雇用 状況 の実態 や改 善策 が漸次 報告 、

提 言 され1)、 その一 部 は政策 的 な実 行 に移 されつ つ あ る。 しか し、必 ず しも実 効が あが ら

ず、極論 すれ ば、現実 はい まなお事 態 の悪化 を傍観 す る以外 に方 法が ない とい える状況 下

にあ る。

雇用 問題 にか ぎ らず、問題 解決 に際 しては、 まず 、状 況 の正確 な判 断が不 可欠 であ る。

雇 用問題 の場 合、就 業構造 の推 移 の確認 が状 況把 握 の標準 的 な第一段 階 の手法 で あ ろ う2)。

本 稿で は、 このい わば常 識 的手続 きを踏 まえ なが ら、状 況判 断 、事 実確 認 の視点 を変 えて

雇 用問題 の検討 を試 み る。 本稿 で提 示 され る視点 はOEM化(originalequipmentmane

facturing)で あ る。す な わ ち、 本稿 はわが 国 ヒ場 全企 業(継 続 企 業)を 対 象 に、 政策提

言 の基礎 となる雇用 の実態 を検証 す るOEMと い う視 点 を提 起 し、 この分析 視点 に もとつ

く分析結 果 を報 告す る こ とを目的 としてい る。 内製化 の進展 に よって も、OEM化 の進 展

によって も、雇 用が増 加 しない とい う製造業 の実 態が 本稿 で報告 され る。 わが 国上場企 業

を分析対 象 とす る とい う制 約下 の分析 で はあ るが 、 そ こには特異 な現 象が生 起 して いる可

能性が認 め られ る。

ところで 、OEMは 空洞 化現 象 と関連 し、 また、 ア イワな どに典型 的 にみ られ る ように、
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現代 企業 の戦 略、戦術 の ひ とつ であ る アウ トソー シ ングの いわ ばハ ー ド面の代表 的形 態 で

もある。 だが、 その実態 に関す る実証 的 な研 究 はほ とん ど行 わ れて こなか った。

現実 に、 日本の製造 業 はOEMへ の傾 斜 を深 めなが ら、徐 々に製品 の 自社生 産 を抑 制 し

つつ あ る3)。 このOEM化 の実 態 につ い ては、 わが 国製造 業17業 種(上 場 全企業;継 続 企

業)を 対象 とす るわれ われの実証研 究 に よって 、その概 略 的状 況 や、資 本設備 、雇用 量 と

OEMと の問 に代替 的関係 が認 め られ るこ とが 明 らか にな って きて いる。他 方、非 製造業

は、製造業 とは対照 的 に、 プラ イベ ー トブ ラ ン ドな ど製品 内製化 を進 めつつ あ る とい われ

る。 だが、 この非製 造業 の内製 化の動 向 は、OEMと 比 較す る と、 まった くとい って いい

ほ ど解明が進 んでい ない状 況 にあ る。

本稿 におけ る基本 的 な問題意識 は、OEM化 と内製 化が雇 用 や設備投 資 に与 えてい る影

響 につい ての事 実確 認 と分 析枠組 み の スケル トンを得 る こ とにあ る。 その ため に、 まず 、

本稿 では、有価 証券報 告書 に記載 されて い る当期 商 品仕 入高 と関係会社 当期商 品仕 入高 の

和 をOEMと 定 義 し、1980年 以 降の わが 国上 場全 企 業(継 続 企 業)に おけ るOEM化 の実

態 を数 量的 に明 らか にす る。 わが国上場 全 企業 は製造業 と非 製造 業 に分 類 され る。 つい で、

当期製 造総費 用 に着 目 し、内製 化の実 態 を検 証す る。 このOEM化 と内製化 の実態 の検証

を基礎 に、集計 デ ー タに もとつ いて 、雇 用 や設備 の調整 とOEM化 、内製化 との関係 を整

理す る。 さ らにそ こで得 られ た分析 を もとに、個 別の 企業 デ0タ を用 いて、雇 用や設 備投

資 とOEM、 内製化 との 関係 をパ ネルデ ー タに よる分析(以 下 、パ ネルデ ー タ分析 と略称

す る)に よって明 らか にす る。 ここでは、製 造業 で は、OEM化 の進展 と内製 化の後 退が

明 らか にされる とともに、OEM化 の進 展 に よって も、内製 化の進 展 に よって も雇用 が増

加 しない こ とが 示 され る。他 方 、製造業 に代 わ り、雇用 の受 け皿 に なって きつつあ る とい

われ る非 製造業 で は、製造 業 とは逆 に、OEM化 の後退 と内 製化 の進展 が明 らか に され、

同時 にOEM化 の進展 に よって は雇用 は増 えず、 内製化 を進 め る ことが雇 用増 を もた らす

こ とが示 され る。

本稿 の構 成 は以下 の通 りであ る。2節 にお いて 、わが 国上場 企業 製造業 と非 製造業 にお

け るOEM化 と内製化 の傾 向 と特徴 を明 らか にす る。3節 で は、実証 モ デ ルを提 示 し、4、

5節 において、 ユ980年 か ら!996年 にお け る製造 業 と非製造 業 を対象 に、OEM化 と内製化

が 果 た してい る役 割 をパ ネルデ0タ 分析 に よって比 較検証 す る。最 後 に6節 はわれ われの

分析 の まとめ と、今後 の課題 の整理 にあて られ る。

2.OEM化 と内製化の動向

2.1.OEM比 率 と内製比率=定 義

本稿では、有価証券報告書記載の当期商品仕入高と関係会社当期商品仕入高の和をOE

Mと 定義 し、売上高に対するこのOEMの 比率 を 「OEM比 率」 として定義する。OEM
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は概念上、製造業の行動の説明 に使 われ、非製造業の行動の記述に用いられることはまず

ない。非製造業では、商品仕入高という呼称が一般的、常識的である。だが、製造業と非

製造業の行動を概念上統一的に記述 し、説明するために、本稿では、非製造業に対 しても、

OEM、OEM比 率 という概念 を使用 してい く。

他方、OEM比 率 に対応する概念 として製造原価明細書に記載されている当期製造総費

用の売上高に対する比率を 「内製比率」として定義 し、利用してい く。当期製造総費用に

は、部品の外注加工費が含まれてお り、この外注加工費は部品の 「OEM」 化 と位置づけ

ることができるが、本稿では、この外注加工費をも含めて 「内製比率」 として処理してい

る4)。

2.2.OEM化 と内製化 の動 向=問 題 の所 在

上の ように定義 されたOEM比 率 と内製比率 の動 向 を集計 レベ ルの デー タか らまず確 認

してい きたい。

図1はOEM比 率 の推 移 を表示 して い る。 製造業 のOEM比 率 は玉987年 の 円高不況 期 を

底 に、1990年 代 初頭 の抑 制期 を経 て、1996年 には15.8%と 過去 最高 の水準 に達 してい る。

その平均 は、14.5%で あ る。他方 、非 製造業 は、1990年 を転機 に、1996年 に至 る まで ほぼ

10%の 幅 でOEM比 率 が大 き く切 り下 げ られて い る。 その平均 は67.5%で ある。

他 方 、内製比 率の動 向 を図2に み る と、 製造業 で は、1990年 代 初頭 を除 くと、 明瞭 に抑

制傾 向 にあ る こ とが確 認 で きる。1994年 以 降過去 最低 の水準 で推 移 してい る。 この製造業

の内製比 率 の平均 は、65.5%で あ る。 他方 、非製 造業 は 、1990年 を転換 期 と して内製化 を

積 極 的 に推進 し、1996年 には27.5%に まで達 してい る。 その非製 造業 の平均 は22.4%で あ

る。

製造業 がOEM化 を推進 し、非製造 業が 内製 化 を進 めつ つ ある こ とが確認 で きる。本稿

は この よ うな製造業 、非 製造業 の動 向が設 備投資 や雇 用 に与 え る影響 を検証 しよう と して

い る。 そ こで、や は り集計 レベ ル のデ ー タに もとづ き、 その設備投 資 や雇用 の傾 向 を確 認

してお くこ とに しよ う。

図3は 一社 平均 の有形 固定資 産増加 額 の推移 を示 して い る。 製造業 が1992年 に ピー クに

達 し、そ の2年 後 に非 製造業 が最高 水準 に達 して い るこ とが確 認で きる。 図4に 表示 され

た一社 平均 の有形 固定資 産減 少額 の動 向 に も、そ の増 加 額 と同様 の傾 向 を認 める こ とがで

きる。

雇 用 につ いて は、期 末従 業 員数(男 性 従 業 員数 と女性 従 業 員数 の和)、 男性 従 業員 数、

女性 従業員 数 、臨時従 業員数(嘱 託 等 を含 む)(以 下 、臨 時従業 員数 と略称 す る)、 出向者

数(休 職者 等 を含 む)(以 下 、出向者 数 と略 称 す る)の 推 移 を確 認 してお く。

図5は0社 平均 の期 末従業 員数 の推移 を表 示 してい る。1986年 以 降 、1992年 を唯 一の例
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外 と して、非 製造業 の期 末従業 員数 が製造 業 を超 えてい るが 、製造業 はそ の1992年 以降 、

非製造 業 は1993年 以 降 、期 末従 業員 数 はあ らため て減 少基調 を明確 に してい る。 図6に み

る男性 従業員 数の動 向 も最 近 の減少 基調 は期 末従 業 員数 と類 似 して い るが 、1986年 以降 の

製造業 と非 製造業 の男性従 業 員数 の開 きは、期 末従業 員数 ほ ど大 き くはない。他方 、図7

に表 示 された一社平均 の女 性従 業員 数 は、製造 業 との開 きが縮小 した1980年 代 前半 の一 時

期 を含 め て も、非製 造業 の方が 一貫 して多い。 女性従 業員 数 の減 少へ の最近 の転換期 は、

期末従 業員 数、男性 従業 員数 と同時期 で あ る。 図8は 一社平 均 の臨 時従業員 数 の動 向 を示

してい る。 基幹従業 員数 と異 な り、臨時従 業員 数 、 と くに非製造 業 のそ れは、基調 として

増加傾 向 にあ り、最 近 では、1994年 以降 、基幹 従業 員 に代 替す る役割 を担 って い るこ とが

わかる。非製造 業 と異 な り、製 造業 で は、!992年 を機 に減 少へ と転 じてお り、製造 業 の雇

用状況 の深刻 さが理 解 で きる。 一社平均 の出 向者数 の推移 を図9に み る と、非製造 業が 製

造業 を超 える伸 び率 を示 して い る ことが わか る5)。

最後 に、 一社平均 の営業 利益 の動 向 をみて お くこ とに しよ う、図10か ら、製造 業 は1990

年 、非 製造業 は1992年 の最 高水 準 をい まなお 回復 で きない状 態 が持続 してい るこ とが わか

る。 ただ、製 造業 には1994年 を転機 に回復 の兆 しが認 め られ るが、現状 は深 刻 さが増 して

い る ことは周 知の通 りであ る。

この よ うな設備投 資や雇 用 の傾 向、 と くに最 近の動 向 は、現 象面 か らみ るか ぎ り、製造

業 のOEM化 の推進 、非 製造業 の 内製化 の動 きと強 い関係 があ る よ うに思 われ る。 この関

係 を個別 企業 レベ ルの デー タを用 いて、パ ネルデ ー タに よって検 証す るこ とが本稿 の基本

的課題 であ る。

3.OEM化 、 内製化 と雇用=実 証 モ デル

3.1。 企 業のOEM戦 略

わが 国製造業 のOEMは 、 自社 生 産の技術 を もた ない よ うな特 殊 な場 合 を除 けば、大 き

く三つ の方向 で推 進 され て きた ように思 われ る。 第… は、製 造業 にお け る ビタ ミン剤 の よ

うに、生 産技術 の拡散 に よって 自社生 産 を外 部生 産 に振 り替 える ような場 合 であ る。武 田

薬 品工業 な どにみ られ る。 第二 は、 た とえば為替 レー ト水準 の変化 に よって 自社生 産の抑

制 を余儀 な くされ、 その不足 分 をOEMに よって補お うとす る場 合で あ る。 第三 は、OE

M化 を戦略 的 に位 置づ け、OEM化 の推 進 を前提 に経営 戦略 をたてて い く場 合で ある。 ア

イ ワな どは これ にあ ては まる。 だが 、 三洋電 機 の よ うに、 内製化 に シ フ トす る企業 も存在

す る。

この ように、OEMを 戦略 的 に位 置づ け、OEM化 の推 進 を前提 に経営 戦略 をたて るこ

とが考 え られ る一 方 で、 自社 生産 に影響 を与 える ような外 的 要因(為 替 レー トな ど)の 変

化 が まず認 識 され、 それか らシェ アや 自社 ブ ラ ン ドの価値 を守 るため に受 動 的 にOEM化
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が推進 される場合 もある。当然、後者から前者へとシフトするケースもあろう。

わが国製造業の現実は、アイワのようにOEMを 戦略的に位置づ ける企業 も輩出 してき

つつはあるが、分析対象期間や製造業全体 を想定すると、製品の自社生産に拘泥する傾向

の方が基本的には強いと考えられる。この場合には、OEMが 経営内容 に影響 を与 えるの

ではな く、企業の状況がOEMを 決定 してい くが、結果 としてそのOEMが 一定の役割 を

果たす ことになる。 これが本稿の基本的立場である。

他方、非製造業では、内製化の動向が注目される。内製比率が30%近 くまで達 している

状況は常識的な記述では説明しがたいものがある。内製化の予想外の積極的な推進 という

事実だけを記すにとどめざるをえない。

3.2.実 証 モデル

OEMや 内 製の決定 において 、各企業 の経 営戦 略や技 術水 準等 に よって、OEM、 内製

とOEM、 内 製 に よって影響 を受 ける と予想 され る設備 投資 量 や雇 用 な どの変数 の先決性

は異 な って くる。

ここで は、OEMを 結果 変数 と仮定 し、

OEMt=f(xt,xレ1;Z)

xt=g(OEMt,OEMt.1;Z)

のふ たつ の回帰 を行 う。xはOEMに よって影 響 を受 け る経 営 変数 で あ り、Zは 外 生パ ラ

メー タであ る。 また、Xt-1、OEMt.1は そ れ ぞ れ ラ グ変数 を示 してい る。 これ は、基 本

的 には周知 のGrangerCausalityの 考 え方 に準 じた もの であ る。 このふ たつ の回帰 の比 較

に よって、先 決性 の検 定 が可能 となるで あろ うが 、分析 枠 組 みの スケ ル トンの構 築 を意図

す る本 稿の段 階 におい ては、先 決性 の検定 には本格 的 には取 り組 まず 、事 実確認 に とどめ

ざる をえない6)。

4.OEM化 と雇用=実 証

本稿 の分析 対象企 業 は、製造 業上場 全企 業 、非製造 業 上場全 企業 で ある。 ただ し、両者

いず れ も、1部 、2部 の上場市 場 区分 は行 ってい ない。

デー タベ ー スは、 『開銀企 業財務 デー タバ ンク(会 計 年度 の正規 化 あ り)』 の 『個 別決算

デー一タ』 を使 用 して いる。分析 対 象期 間は、1980年 か ら1996年 で あ る。

パ ネルデー タ分析 におい ては、推 計 手法の選 択 が問題 とな る。 われ われ は4種 類 の 回帰

を行 ったが 、本稿 で は、 デー タの性 格 か らfixedeffectsestimationの み を報 告 す る。

詳細 は巻 末、資料 として掲載 してい る。 なお 、 デー タには一 部報告 されて い ない もの も含

まれ るが 、 回帰 に際 して は単 純 に欠損値 として扱 ってい る。 また、毎期 の マ クロ的 な影響

は、yeardummyを 用 いて処 理 して い る。推 計 にお い て は、独 立 変数 の タイム ラ グ を1期
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考慮 した。

具体的な従属変数は、OEM比 率であ り、独立変数 としては、内製比率、有形固定資産

増加額増減率、有形固定資産減少額増減率、期末従業員数増減率、男性従業員数増減率、

女性従業員数増減率、臨時従業員数増減率、出向者数増減率、営業利益増減率を取 り上げ

る。雇用に関する変数は同時決定的関係にあり、本稿ではひとまず、変数別にパネルデー

タ分析を行う。他に、コントロール変数として平均年齢(図11)が 加え られている。独立

諸変数 を従属変数とする回帰も行われている。

OEM比 率 と設備投資、雇用の関係 を従業員別にみていこう。決定係数をみるかぎり、

モデルの説明力はいずれも高 く、出向者数を除 くと、非製造業の方が相対的に高い水準の

説明力を有 している。

4.1.OEM比 率 と期末従業員数

製造業では、内製比率が低下 し、期末従業員数が削減されると、OEM比 率が上昇する。

同時 に、有形固定資産増加額、当期有形固定資産減少額の増加がOEM比 率 を上昇 させる。

設備投資のOEM比 率に対する影響は、当期有形固定資産減少額の方が幾分大きい。営業

利益はOEM比 率に影響 しない。ただ、平均年齢の上昇がOEM比 率 を押 し上げる傾向が

認められる。

変数の性格上、内製比率がOEM比 率 をほぼ決定 している。だが、OEM比 率 も規定の

程度は弱 くなるが、内製比率をほとんど規定 している。影響の方向こそ同じであるが、両

変数問の因果関係は確定できない。OEM比 率は期末従業員数に当期は負、前期は正と反

対の影響を与えており、影響の方向、両変数問の因果関係の厳密な確定はやはり困難であ

る。OEM比 率の有形固定資産増加額への影響も当期、正、前期、負と正負逆であり、こ

の変数間の関係の規定も単純ではない。OEM比 率は当期有形固定資産減少額に正の影響

を及ぼし、影響の方向は同じであるが、因果関係はない。OEM比 率は営業利益には有意

に影響せず、両変数問に影響関係は認められない。

非製造業には、内製比率の上昇 と当期期末従業員数、前期営業利益の減少がOEM比 率

を引 き下げる傾向が認め られる。設備投資関係変数はOEM比 率 に影響 を与えず、平均年

齢 も影響はしない。このように、OEM比 率 に有意に影響す る要因は製造業より明らかに

少ない。

製造業ほどの強さではないが、非製造業においても、やはり内製比率がOEM比 率 を基

本的に規定 している。だが、OEM比 率にも内製比率 を基本的に規定する関係がみられる。

両変数問にみる相互の規定の程度は、製造業とは反対に、OEM比 率による規定の方が若

干強 くなっている。影響の方向は同一であるが、両変数問の因果関係は確定 しえない。O

EM比 率は期末従業員数に当期は正、前期は負の影響を与えているが、両変数の問には、
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OEM比 率がその変化 とは反対の方向に期末従業員数を規定する関係が認められる。この

OEM比 率は設備投資関係変数 とは有意な関係をもたない。営業利益には、OEM比 率の

前期に正の影響がみられるが、両変数問に、因果関係は認められない。

4.2.OEM比 率 と男性従業員数

男性従業員数 を対象とし、OEM比 率 と諸変数 との関係 をみると、製造業、非製造業と

もに、期末従業員数を対象とする場合と同一の傾向が認められる。男性従業員数が文字通

り、上場企業の基幹従業員数を象徴 しているということであろう。

製造業では、内製比率が抑制され、男性従業員数が減少すると、OEM比 率が高 まる。

同時に、OEM比 率は有形固定資産増加額、当期有形固定資産減少額の増加によってやは

り上昇する。設備投資がOEM比 率に与 える影響は、期末従業員数の場合と比較すると、

前期有形固定資産増加額の影響が若干強まっている。営業利益 もやはりOEM比 率 には影

響 を及ぼさない。OEM比 率 に対す る平均年齢 の影響 は期末従業員数の場合よりも強 く

なっている。

内製比率がOEM比 率 をほ とんど規定 しているが、OEM比 率 もまた、その規定の程度

こそ低 くはなるが、やはり、内製比率をほぼ規定 している。相互の規定の程度は期末従業

員数の場合と変わらない。影響の方向も同一であり、両変数間の因果関係は決められない。

OEM比 率が男性従業員数、設備投資関係変数に及ぼす影響関係のパターンも期末従業員

数を対象とする場合の関係にみられるパターンと同一である。OEM比 率はやは り営業利

益 には有意な影響を与えず、両変数問には影響関係はない、

非製造業のOEM比 率 と諸変数 との関係のパ ター ンも期末従業員数の場合と変わらない。

内製比率が上が り、当期男性従業員数、前期営業利益が減少すると、OEM比 率が低下す

る。設備投資関係変数や平均年齢は、やはりOEM比 率には影響 を与えない。

OEM比 率 と内製比率 とは相互 に強い関係がある。だが、その規定の程度は、製造業よ

りも弱 く、また、製造業とは異なり、OEM比 率の方が強い。OEM比 率の男性従業員数

に対する影響は、当期は正、前期は負の方向にみられ、男性従業員数がOEM比 率 によっ

てその変化 とは逆の方向に規定される関係が認められる。OEM比 率は、設備投資関係変

数 に有意な影響を及ぼさない。OEM比 率はその前期が営業利益 にやは り正の影響を与え

ているが、両変数間の因果関係は確定できない。

4.3.OEM比 率 と女性 従業 員数

女性 従業 員数 を対 象 とす る場 合の関係 に 目を転 じる と、製 造業 、非 製造業 いず れ も、 関

係 のパ ター ンが 同一 であ った期末従 業 員数 、男性 従業 員数 の場 合 と異 な り、若干 の相違 を

識 別す る こ とが で きる。男性 従業 員数 の場 合 にみ られ る関係 と比較 す る と、 製造業 で は、
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有意な関係が認め られなかった前期有形固定資産減少額がOEM比 率に影響 し、非製造業

では、雇用 とOEM比 率が無関係 となっている。OEM比 率 と他 の諸変数との関係のパ ター

ンは、製造業、非製造業を問わず、男性従業員数の場合と同じである。

製造業では、内製比率が下が り、女性従業員数が削減され、他方、有形固定資産増加額、

有形固定資産減少額が減少すると、OEM比 率が.Lが る。男性従業員数の場合 と比較する

と、設備投資が全期にわたりOEM比 率 に影響 を与一えている。 また、OEM比 率への影響

の程度は、女性従業員数の場合の方が弱い。営業利益はやはりOEM比 率に影響を及ぼさ

ないが、平均年齢のOEM比 率に対す る影響 は男性従業員数の場合よりも若干強 くなって

いる。

内製比率 とOEM比 率は相互に強 く規定 し合 う関係にあ り、両変数問の因果関係は定か

ではない。相互の規定の程度は、期末従業員数、男性従業員数の場合とほとんど変わらな

い。OEM比 率はその当期が女性従業員数に負の影響を及ぼし、男性従業員数の場合と異

なり、女性従業員数がその変化とは反対方向にOEM比 率を規定する関係が認め られる。

また、OEM比 率の設備投資関係変数に対す る影響関係のパターンも、男性従業員数の場

合と当期こそ正と同じ関係がみられるが、前期は異なっており、有形固定資産増加額には

影響せず、有形固定資産減少額には負の影響を与えている。男性従業員数の場合にはみら

れなかった有形固定資産増加額がその変化と同…方向にOEM比 率 を規定する関係が認め

られる。OEM比 率の営業利益 に対する影響は有意ではなく、両変数問に影響関係はやは

り存在しない。

非製造業では、内製比率が上昇 し、前期営業利益が減額すると、OEM比 率は低下す る。

男性従業員数の場合 と同じように、設備投資関係変数や女性従業員数、また、平均年齢は、

OEM比 率には影響 を及ぼさない。

OEM比 率 と内製比率はやは り相互 に強い影響関係がある。その規定の程度は、男性従

業員数の場合とやはり大差はなく、OEM比 率 による規定の方が若干強い。OEM比 率は

設備投資関係変数 とは有意 な関係をみせず、いずれもOEM比 率 とは影響関係 をもたない。

OEM比 率の女性従業員数 に対す る影響 は、前期は負で男性従業員数の場合と同じである

が、当期は有意な関係にない。だが、男性従業員数の場合と同じように、OEM比 率がそ

の変化 とは逆の方向に女性従業員数を規定する関係がみられる。OEMに よる規定の程度

は、女性従業員数の場合の方が若干強い。OEM比 率にはその前期 に営業利益 に対する正

の有意な関係が認められるが、両変数問の因果関係を規定することはできない。

4.4.OEM比 率 と臨時従 業 員数

臨時従業 員数 を対 象 と して、OEM比 率 と他 の独 立諸 変数 との 関係 をみ る と、製造 業 、

非製造 業 いずれ も、期 末、男性 、女性 の各従 業員数 の場 合 と同 …の関係 パ ター ンは示 され
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ない。相対的な相違 を指摘するとすれば、臨時従業員数は、製造業、非製造業 ともに、O

EM比 率 と有意な関係 をもたないとい うことであろう。OEM比 率は常用の従業員の雇用

と関係 している。

製造業の場合、内製比率の低下と有形固定資産増加額および当期有形固定資産減少額の

増加が、OEM比 率を押 し上げる。だが、臨時従業員数や営業利益、また、平均年齢は、

OEM比 率 に有意 な影響 を及ぼ さない。

OEM比 率 と内製比率はやは り相互に強 く影響 しあっている。その規定の程度は、常用

の従業員数の場合と比較すると、かなり弱 くなっているが、基本的な規定関係にあること

に変わりはない。また、内製比率による規定の方がやはり相対的に強くなっている。OE

M比 率 は有形固定資産増加額には影響 しないが、有形固定資産減少額には正の有意な影響

を与えている。有形固定資産増加額はその変化と同一方向にOEM比 率を規定 しているが、

有形固定資産減少額はOEM比 率 によってその変化 と同 じ方向 に規定されている。規定の

程度は、前者の方が幾分強いといえる。OEM比 率は臨時従業員数、営業利益に有意に影

響せず、OEM比 率 との問に、いずれの変数 も影響関係を示さない。

他方、非製造業では、内製比率 と平均年齢が上昇 し、当期有形固定資産減少額が下がる

と、OEM比 率が低下する。有形固定資産増加額、臨時従業員数、営業利益はOEM比 率

に影響 しない。

OEM比 率 と内製比率はやは り相互 に強 く影響 しあい、それぞれがほぼ全体を基本的に

規定する関係が認められる。常用の従業員数の場合と比較すると、内製比率による規定の

程度は若干弱 くなるが、OEM比 率による規定の程度は多少 とはいえ強くなる。後者の規

定の程度がやはり若干強 くなっている。OEM比 率はその当期が有形固定資産減少額に正

の影響を与えているが、OEM比 率 と設備投資関係変数の問に、因果関係はみられない。

OEM比 率 は臨時従業員数、営業利益 には有意な影響を及ぼさず、OEM比 率 とそれぞれ

の変数の問に影響関係は存在しない。

4.5.OEM比 率 と出向者数

出向者数 を対 象 とす る場 合のOEM比 率 と他 の諸 変数 との関係 のパ ター ンには、臨時従

業 員数 の場 合 と同 じように、製造 業、非 製造 業 を問 わず 、期 末 、男 性 、女性 の各 従業員 数

と同一 のパ ター・ンはみ られ ない。 その 関係 のパ タ0ン は、 臨時従 業員 数の場 合 とも異 な っ

てい る。相 対 的な傾 向 を記述 す る とす れば 、OEM比 率 と内製比率 の 問 にはや は り規定 的

な関係が認 め られ るが 、そ の程 度 が もっ とも低 い とい うこ とと、 この 出向者 数 に もOEM

比率 との 問 に有意 な関係 が み られな い とい うこ とで あろ う。

製造業 では 、内製比率 が下 が り、前期 有形 固定資 産増 加額 が増 え る と、OEM比 率 が上

が る。有形 固定資 産減 少額や 出向者 数 、 また、営業 利益 や平均 年齢 もOEM比 率 には有意
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な影響は及ぼさない。製造業の場合、この出向者数を対象とする場合が他の従業員数の場

合と比較 して、OEM比 率に影響する要因が もっとも少なくなっている。

OEM比 率はその当期が内製比率 に負の影響を与えているが、内製比率がその変化とは

反対方向にOEM比 率 を規定する関係がある。OEM比 率 と内製比率の問の因果関係が確

定できる唯一の事例である。OEM比 率 は有形固定資産減少額 には影響 しないが、有形固

定資産増加額にはその前期が正の影響を与えている。だが、この変数間の因果関係は確定

できない。出向者数や営業利益に対するOEM比 率の有意 な関係は認め られない。

非製造業では、当期内製比率が上昇 し、当期営業利益が減少すると、OEM比 率が下が

る。前期内製比率がOEM比 率に影響 しない唯一の例 である。設備投資関係変数、出向者

数、平均年齢は、OEM比 率 に対する有意な影響関係をもたない。非製造業においても、

出向者数を対象とすると、OEM比 率に有意 に影響する要因が もっ とも少なくなる。

OEM比 率 と内製比率の問には、やは り相対的に強い相互の影響関係が認められるが、

その程度は、もっとも低い、ただ、規定の程度はOEM比 率による方が高い。当期OEM

比率に内製比率への負の影響がみられるが、両変数問には、前期に有意な関係が認められ

ない。これも例外的な現象である。OEM比 率 は有形固定資産増加額には影響を及ぼさな

いが、有形固定資産減少額には、当期は負、前期は正の影響を与えてお り、OEM比 率が

その変化 と同一方向に有形固定資産減少額を規定 している。OEM比 率は出向者数や営業

利益 には有意な影響を与えていない。

5.内 製 化 と雇用:実 証

すで に、明 らか な ように、出向者 数 を対 象 とす る場 合 を相対 的例外 とす る と、OEM比

率 と内製比率 は相 互 に強 く影響 を及ぼ し合 う関係 にあ る。 因果 関係 は確 定 で きないが 、 こ

の両 変数 の規定 関係 には、製造 業 では 、内製比 率 に よる規 定 の方が 、非製造 業 では 、OE

M比 率 に よる規定 の方が 相対 的 に強 い とい う傾 向が認 め られ る。 この よ うな両変 数の 関係

は、経 営行動 に とって は、基本 的 に表裏 の関係 にある とい えるが、 その 関係 はいわ ゆる定

義 的関係 では ない。 また、決定 係数 をみ るか ぎ り、製 造業 で は、内製 比率 、非製造 業 では、

OEM比 率 を従属 変数 とす る場 合の 方が 若干高 いが 、説明 力の水 準 自体 はほ とん ど変 わ ら

ない とい える。 それゆ え、 こ こで は、OEM化 と内製 化が雇 用 や設備投 資 に与 えてい る影

響 につい ての事 実確 認 と分析枠組 み の スケル トンを得 るため に、内製比 率 を従属 変数 と し

た場合 の状況 の記述 を試 みて みた い。 ただ し、 内製比 率 とOEM比 率 の関係 につ いて は、

前節 で詳述 され てお り、 その記述 を相 対 的 に例外 的 な事 例 に限定 したい。

5.1.内 製比 率 と期 末従業 員数

製造 業で は、OEM比 率 が 上が り、当期期 末従 業員数 や前期 営業 利益 が増 える と、 内製
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比率が下がる。同時に、有形固定資産増加額、有形固定資産減少額が減額され、平均年齢

が低下すると、内製比率は下がる。

内製比率はその当期が有形固定資産増加額に正の影響を及ぼすが、有形固定資産減少額

には有意には影響 しない。設備投資関係変数は、そのいずれもが、その変化と同一方向に

内製比率を規定 している。内製比率はその前期が期末従業員数に負の影響を与えており、

内製比率がその変化とは反対の方向に期末従業員数を規定する関係が認められる。内製比

率による営業利益への有意な影響はみられず、両変数問には、営業利益がその変化と逆の

方向に内製比率を規定する関係が認められる。このように、OEM比 率 を従属変数 とする

場合 と異な り、全ての変数との問に有意な関係が認められ、また、因果関係も相対的に明

示される結果となっている。

非製造業では、内製比率と有意な関係をみせる変数が少なく、OEM比 率を従属変数 と

する場合 と同一の関係のパターンが内製比率との問に認められる。非製造業においては、

OEM比 率が低下 し、当期期末従業員数 と前期営業利益が増加すると、内製比率が高まる。

設備投資関係変数と平均年齢は、内製比率には有意な影響を及ぼしていない。

内製比率はその当期が期末従業員数に正の影響を及ぼしているが、両変数間に、因果関

係は認められない。内製比率は設備投資関係変数には有意な影響を与えていない。だが、

営業利益には、内製比率がその当期は負、前期は正の影響を与えている。しかし、内製比

率と営業利益 との問に、因果関係は認められない。

5.2.内 製比率 と男性従業員数

男性従業員数を対象とすると、非製造業では、期末従業員数の場合と同じ関係のパター

ンがみられるが、製造業では、雇用との関係が強まり、内製比率への全期にわたる有意な

影響が認められる。この製造業においては、OEM比 率が上昇 し、男性従業員数が増員さ

れ、前期に増益がみられるとともに、有形固定資産増加額、有形固定資産減少額、平均年

齢が低下すると、内製比率が下降する。

内製比率はその当期が有形固定資産増加額に正の影響を及ぼすだけで、有形固定資産減

少額とは有意な関係にない。有形固定資産増加額、有形固定資産減少額のいずれもがその

変化と同じ方向に内製比率を規定する関係がある。内製比率はその前期が男性従業員数に

負の影響を与えているが、この両変数問には、因果関係はみられない。内製比率は営業利

益には影響 しないが、営業利益がやは りその変化とは反対方向に内製比率を規定する関係

がある。

非製造業の場合、OEM比 率が下が り、当期男性従業員数、前期営業利益が増えると、

内製比率が上昇する。だが、設備投資関係変数と平均年齢は、内製比率には有意に影響し

ない。
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内製比率はその当期が正、前期が負の影響を男性従業員数に与えてお り、内製比率がそ

の変化 とは逆の方向に男性従業員数を規定 している。内製比率は設備投資関係変数とは有

意な関係をもたない。内製比率は営業利益に当期は負、前期は正の有意な影響を及ぼして

いるが、両変数問の因果関係は確定できない。

5.3.内 製比率と女性従業員数

女性従業員数を対象にした場合、内製比率と諸変数との関係のパターンは、製造業、非

製造業ともに、期末従業員数、男性従業員数の場合とは異なっている。

製造業では、OEM比 率の上昇 と女性従業員数の増加、そして、有形固定資産増加額と

当期有形固定資産減少額の減少、平均年齢の低下が内製比率を押 し上げる。営業利益の内

製比率への影響はみられない。

内製比率は女性従業員数に負の影響を与えているが、両変数問の因果関係の確定はでき

ない。内製比率の設備投資関係変数に対する影響については、その当期の有形固定資産増

加額への正の影響が認められるにすぎない。内製比率は有形固定資産増加額によってその

変化と同じ方向に規定されている。内製比率の営業利益への影響関係はみられず、両変数

問にいかなる有意な影響関係 も存在しない。

非製造業では、OEM比 率 と平均年齢が低下 し、前期営業利益が増加すると、内製比率

が高まる。設備投資関係変数、女性従業員数はいずれも内製比率とは有意な関係にない。

内製比率の設備投資関係変数に対する有意な影響 も認められない。内製比率はその前期

が女性従業員数に正の影響を及ぼしており、内製比率がその変化と同一方向に女性従業員

数を規定する関係がある。内製比率はその当期が負、前期が正の影響を営業利益に与えて

いるが、両変数問の因果関係は確定できない。

5.4.内 製比率 と臨時従業員数

臨時従業員数を対象とすると、製造業、非製造業ともに、期末、男性、女性の各従業員

数とは異なる関係のパターンがみられるが、非製造業では、OEM比 率を従属変数 とし、

臨時従業員数 を対象とする場合と同一の関係パターンが認められる。

製造業では、OEM比 率の上昇 と前期営業利益の増額、そして、当期有形固定資産増加

額の減少 と平均年齢の低下によって、内製比率が下落する。有形固定資産減少額や臨時従

業員数は内製比率に有意な影響を及ぼさない。

内製比率はその当期が有形固定資産増加額に正の影響を与えているが、両変数問に因果

関係は認められない。内製比率の有形固定資産減少額への有意な影響はみられない。また、

内製比率は臨時従業員数や営業利益にも影響 しない。ただし、内製比率 と営業利益の問に

は、営業利益がその変化とは反対の方向に内製比率を規定する関係が認められる。
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非製造業の場合、OEM比 率 と平均年齢が低下 し、当期有形固定資産減少額が増加する

と、内製比率が上昇する。有形固定資産増加額や臨時従業員数、また、営業利益は内製比

率に有意な影響を及ぼさない。

内製比率の設備投資関係変数、臨時従業員数への影響は認められない。内製比率はその

当期が営業利益に負の影響を与えているが、両変数問には因果関係はみられない。

5.5.内 製比率 と出向者数

出向者数 を対象 とする場合の諸変数問の関係は、OEM比 率 を従属変数 とす る場合 をも

含めて、製造業、非製造業のいずれも、他の諸従業員数の場合 とは異なるパターンをみせ

ている。

製造業では、当期OEM比 率が上昇する と、内製比率が低下する。このように、製造業

においては、当期OEM比 率が内製比率 に影響するだけで、他の諸変数はいずれも有意な

影響を及ぼさない。

内製比率とOEM比 率の問には、相対的に強い規定関係が認められるが、その規定の程

度は、他の諸従業員数の場合と比較すると、かなり弱 くなってお り、内製比率がその変化

とは逆の方向にOEM比 率 を規定す る関係が認め られる。内製比率は設備投資関係変数、

出向者数、営業利益には影響を与えていない。

非製造業では、当期OEM比 率 と平均年齢の低下、営業利益の減額と前期有形固定資産

増加額が、内製比率を押 し上げる。

内製比率とOEM比 率の規定関係 はもっとも弱 くなっており、相互の影響は当期に認め

られるにす ぎない。内製比率は有形固定資産増加額には影響 しないが、有形固定資産減少

額に対しては、当期が正、前期が負の影響を与えている。有形固定資産増加額がその変化

と同一方向に内製比率を規定 し、内製比率がその変化とは反対方向に有形固定資産減少額

を規定する関係が認められる。内製比率の出向者数への影響はみられない。内製比率は、

その当期が負、前期が正の有意な影響を営業利益に及ぼしているが、両変数問の因果関係

は確定できない。

6.む す び

以上 、わが 国上場企 業(継 続企 業)を 対 象 と して 、そ れ を製造 業 と非製造 業 に区分 し、

パ ネルデー タに もとつ く分析 に よって、OEM化 と内製化 が それぞ れの資 本設備 、雇 用量

に及 ぼす影響 の検 証 を試 みて きた。雇 用量 は従業 員数 別 、す なわ ち、期末 従業 員数 、男性

従 業員 数、女性 従業 員数 、臨時従 業 員数 、出向 者数 に分類 され、OEM化 と内製化 との関

係 の検証 は この従業 員別雇 用量 を基礎 に試 み られ てい る。分析 対 象期 間は、ユ980年 か ら1996

年で あ る。

一67一



「奈良大学情報処理セ ンター年報No .10」

集計 デ ー タは、製 造業 では、OEM化 へ の傾 向 が、非 製造業 で は、 内製化へ の傾 向がみ

られる こ とを示 した。パ ネル デー タ分析 は、製造業 で は、有形 固定 資産増 加額 、有形 固定

資産減 少額 とい う設備投 資 関係 変数 と期 末従 業員 数、男性 従 業員 数、女性 従業 員数 にみ る

雇用量 とが 、OEMと 代替 的 な影 響 関係 を有 す る こ とを明 らか に した。 同時 に、OEMが

営業利益 とは関連せ ず、 また 、女性 従 業員数 を対 象 とす る場 合の 一部変 数 問 を除 くと、O

EM比 率 と諸 変数 との 問に、 因果 関係 が基本 的 に認 め られ ない こ と も明 らか に なった。 こ

の ように、OEMを 結 果変 数 と して み るか ぎ り、 口本 の製造業 は、収益性 の分 析結果 が示

した7)よ うに、や は り利 益 とは 関係 な くOEM化 を進 め てい る。 因果 関係 の基本 的 な欠落

は、 製造業 にみ られるOEM化 へ の傾 向が 、本稿 のモ デ ルでは説 明で きない別の 目的、す

なわち、利益 で もな く、資 本設備 や雇 用の調 整 で もない他 の次 元 の 目的の もとに推進 され

て いる可 能性 を示唆 してい る。 そ して、 このOEM化 を推 進 す るか ぎ り、他 の条件が 等 し

け れば、雇用 は増 えず、 内製化 に転換 した と して も、雇 用増 とはな らない。雇 用 に関す る

か ぎ り、 日本 の製造業 は打 つべ き手 を見 いだせ ない、 きわ めて特殊 な状 況 に陥 ってい る可

能性が あ る。 臨時従業 員数 や出 向者数 を対 象 と した場 合、OEM比 率 は設備投 資関係 変数

とは関連 を もつが、雇 用や利 益 とは有 意 な関係 にない。 したが って、OEM化 は期末 従業

員数 、男性 従業 員数 、女性従 業員 数 とい う常 用の従 業員 の雇 用 と関係 す る政策 と考 え られ

る。 ただ し、男性 従業 員数 と女性 従業 員数 は雇 用 の論理 を共有 しては いない。 臨時従 業員

数や 出向者数 はOEM化 とは異 な る論理 で決 まってい る。

他 方 、非 製造 業で も、OEMと 雇 用 との 問 には代 替的 関係が 認 め られる。期 末、男性 、

女性 の各従 業員 数 を対 象 とす る場 合 には因果 関係 も確 認 で きる。 しか し、女性 の雇用 の論

理 は期末 、男性 と同 じで はな く、 製造業 と も異 なって いる。臨 時従業 員数 や 出向者数 の雇

用 は、非 製造業 にお いて もOEM化 とは異 なる論 理 に規定 されて い る。 だが 、非 製造業 で

は、常 用 の従 業員 を対 象 とす る場 合、OEMと 設備投 資 関係変 数 との問 に有 意 な関係が み

られ ない。 製造業 との顕著 な相 違 の ひ とつで あ る。 臨時従 業員数 の場 合 を除 くと、利益 と

の 問 に有意 な関係 が認 め られ る こ とも、製 造業 との相 違の ひ とつ にあげ られ る。 この非 製

造業 にお いて は、他 の条件 が等 しいか ぎ り、OEM化 と内 製化 のバ ラ ンス をと りなが ら、

内製化 を進 め るこ とが、雇 用 、 と くに男性従 業 員の雇用 につ なが る と考 え られ る。 た だ し、

内製化 を進 め られ る程 度 を判断 す る ことはで きない。

単純化 す れば、非 製造業 が雇 用の受 け皿 となって いる よ うにいわれ てい るが、非 製造業

にお いて も、製 品 内製化が雇 用 を増や してい るの で あ って 、産業全 体 と して物 づ くりに傾

斜 す る以外 に、雇 用 は増 加 しない。 と くに、製造業 で は、新 産業 の育成 、 それ を可 能 とす

る構造 転換 を急 ぐ必要 があ る。 この ように、産業立 国へ の基本 的 な復 帰 、 これが雇用 増加

を もた らす。 これが 、OEM化 を雇 用 の分析視 点 とす る検 証 プ ロ グラムか ら得 られる ひ と

つの結論 であ る。
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集計データ、パ ネルデー タによる分析は、ひとまず、産業立国への復帰という結論を導

き出した。だが、難題が文字通 り山積 してもいる。まず、OEM化 と内製化の関連 を明確

にする必要がある。両者は定義的関係にこそないが、その関係に近似 していることは事実

である。実際に両者間には強い相互の規定関係がみられ、この関係をクリアにするモデル

が構築 されねばならない。第二に、雇用量を従業員別に整理 し、検証を試みたが、諸従業

員の構成は同時決定的関係にある。もっとも、経営行動を分析対象とするかぎり、あらゆ

る要因が同時決定的関係にあるといっても過言ではない。 したがって、雇用にかぎられな

いが、雇用を糸口に同時決定的関係の解決に取 り組む必要がある。第三に、OEM化 、内

製化の実態を産業(業 種)別 に分析す ることが必要である。 とくに、解明の端緒さえ見い

だされていない非製造業の内製化の動向を把握することが重要であろう。最後に、日本企

業はバブル崩壊を機に、その成果や自覚の程度は別として、経営行動を転換 してきている。

この事実を踏まえれば、本稿の分析結果は、みせかけの回帰に終わっていることも十分に

考えられる。 したがって、経営行動の分析対象期間を現実適合的に区分 していくことも、

モデルの精緻化に必要な作業であろう。従属変数と独立変数の問でしか試みられていない

因果関係の検証を、他の変数問においても進める作業も残されている。基本モデルの因果

関係の確定を含め、より現実的なモデルを構築 してい くことが全般的、基本的な課題 とい

える。
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報研 究』(摂 南大学)、 第4巻 第1号 、1996年7月 、 同 「日本の 製造業:空 洞 化 とOEM

効 果 一検証:株 式 会社 『日本』 一」 『経 営 情報 研 究』(摂 南 大学)、 第4巻 第2号 、1997

年2月 、同 「日本 の製造 業:パ ネルデ ー タに よるOEM効 果 の分析 一検証:株 式会社 『日

本』 一」 『奈良大学 紀要』、第27号 、1999年3月 、 を参 照願 い たい。

4)外 注加工 費 とOEMと の 関係 につい ては 、パ ネル デー タ分析 に よって外 注 加工 費の減少

とOEMの 増加 が 関連 す る傾 向 にあ る こ とがす で に明 らか に され てい る。 詳 し くは、拙

稿 「日本 の製造 業:パ ネルデ,___..タに よるOEM効 果 の分析 一検証:株 式 会社 『日本』一」

『奈 良大 学紀要』、 同上 、 を参 照願 い たい。

5)就 業構造 の集計 レベ ルで の分析 につ いて は、つ ぎを参 照願 い たい。拙 稿 「日 ・米 ・加 製

一69一
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造 業 と非 製造業 にお け る雇 用規定 要因 の比較:パ ネルデー タに よる分析 一検証:株 式 会

社 『日本』 一」 『奈良大学 情報 処理 セ ン ター年報』、前掲 。 また、拙稿 「日 ・米 ・加製造

業 の収益 力 比較 一検 証:株 式 会 社 『口本』 一」 『経営 情 報研 究』(摂 南 大学)、 第5巻 第

1号 、1997年7月 、同 「日 ・米 ・加非 製造 業の収 益力比 較 一検1証:株 式 会社 『日本』一」

『奈良大 学情 報 処理 セ ン ター年 報』
、 第8号 、1997年9月 、同 「日 ・米 ・加 製 造業 ・非

製造 業 におけ る 自己資本 経常利 益率 規定 要因 の解明 一集計 デ ー タに も とつ く企業財 務分

析 一 く検証:株 式 会社 『日本』〉」『ファ イナ ンス研 究 セ ンター リサ ーチペ ーパ ー シ リ,___

ズ』(立 命館 大学)、 第98005-;、1999年3月 、 も参 照願 いた い。 なお 、雇 用 と収 益性 の

関係 につ いて は、つ ぎを参照 願 いたい。拙 稿 「日 ・米 ・加 企業 の経営 行動 一収益性 指標

に もとつ くパ ネルデ ー タ分析 一 く検 証:株 式 会社 「日本』〉」 『佐賀大 学経 済論集』、第31

巻 、3・4合 併号 、1998年11月 、 同 「日 ・米 ・加製造 業 ・非 製造 業 にお ける 自己資 本経

常利益 率規定 要 因の推 計 一企 業財 務 デ ー タに もとつ くパ ネル デー タ分 析 一 く検 証:株 式

会社 『日本』〉」『フ ァイナ ンス研 究セ ン ター リサ ーチ ペ ーパ ー シ リーズ』(立 命館 大学)、

第98004号 、1999年3月 。

6)因 果 関係 の検 定 につ いて は、 た とえば、つ ぎを参 照願 いた い。井 澤祐 司 「日銀 貸 出の決

定 メカニ ズム」 『経 済研 究』(岩 波 書店)、 第34巻 第2号 、1983年4月 。

7)拙 稿 「日 ・米 ・加 企業 の経営 行動 一収益性 指 標 に も とつ くパ ネルデー タ分析 一 く検証:

株 式会社 『日本』〉」 『佐 賀大学経 済論 集』、 第31巻3・4合 併号 、前掲 、同 「日 ・米 ・加

製 造業 ・非 製造業 にお け る 自己資 本経常 利益 率規定 要 因の推計 一企 業財務 デ ー タに もと

つ くパ ネルデ ー タ分析 一 〈検 証:株 式 会社 『日本』〉」『フ ァイナ ンス研 究 セ ン ター リサ ー

チ ペーパ ー シ リーズ』(立 命 館大 学)、 第98004号 、前掲 。

(1999.3.14稿 了)
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表1-1バ ネルデータの分析結果:1980-1996

WiτHI、Lflredrrfec【s)FSTIMAT!ON

従属 変数.()EM比 率

製造業

;σ玉末そ式亡業ε蔑数
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AEI-IIバ ネルデー タの分析結果:1980-1996
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表1一 皿 バネルデー タの分析結果:1980-1996
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表II-1バ ネルデータの分析結果:1980-1996
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RRH』期末従業員数増減率
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表H-Hバ ネルデータの分析結果:1980-1996
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RF(-1)

RQV

RQV(-i)

KQW

RQW(-D

RRl

RR1(…U

RRR

RRR(-1>

RL

一.71;00

-
.085809

.Iii°OSF-03

.151691E-03

.9`10°IE-U4

.181396F.…04

- .399218E-02

- .ZR9486E-02

-
.684709E-04

-
.IOi6iOE-03

.114454E-U3

一82 .口52

-1[
.4560

2.65626

2.16978

i.ii317

,3[5429

-3
.〔}5485

-? .?0080

-1
.Ol306

-1
.0909

3.605【3

一,705365

-
.{〕56542

-
.44659E-04

.31?0681:-03

.9"rO10iE:-05

.438613E-04

.160483E-02

- .13668E-03

-
.448°43E-03

18755?E-0?

一一.185434F:-U3

一31 .6574

-3
.85675

-
.207584

[.26256

313453

i.12541

.443460

- .03i848

-
.8464

2.T9757

…? .0304°

RF-.781088

RF〔-i)一,081188

RQ`'.846356E-03

RQV(-1)一,492143E-04

RQw.111527F,-03

RQ買(一 【).639226E-04

RRY-.154156E-03

RRY(-U.55680E-05

RRft….129416F,-04

RRR〔-1)一.342523E-〔}3

Rl.128862F,-03

一75 .?146

…6
.67498

4.3570

- .16350

i.67904

.526805

…
.478569

一.845393

-
.056167

.409079E-03

- .168005E-03

.1009S6F,-03

.80421E…04

-
.122601E-04

.715483E-0`'一.218080E…05

一
.143391

-?
.58006

2.6田58

一
.ii57丁iE-02

-
.iO5975E-02

- .430115E-03

一33 .9609

-3
.f6944

[.1'695

-
.478597

2.0613?

1.24639

-
,[18330

- .021056

-1 .5?i54

-1
.3838

-3 .15533

AR-Sq.

NOB

.941?19

12944

.966493

2260

.950735

5670

.9±4093

1101

SH:内 製比率

RF:C>EM比 鄭

RQV:有 形固定資産当期増加額増減率

RQ恥 有形固定資産当期減少額増減痙

RR1:女 性従業員数増減率

RRR:営 業利益増減率

RL:平 均隼齢

RR}レ臨時従業員数増減率

NOTE車(-n)denotes零varlablea【t-n.Yeardummlesarelnciudedlneveryregresslons,

表H一 皿 バネル デー タの分析結果:1984-1996

WITHIN(rixedefrects)ESTIN.ATIO}r

従属変数層内製比率
出向者

製造業 非製造業

Estimatedt-EslilDatedt-

CoefficientstatisticCoefficientstatistic

独立変数

RF

RF(-1)

RQV

xQv(一>

RQW

RQW(-P

RRO

RRO(-1)

RRR

RRR(-U

RL

一
.8349iQ

- .015943

.36637E…03

.312161E-03

…
.251504E-03

-
.131451E…03

- .431791E-U3

- .393816F.-03

.528772E-04

-
.428499E-〔 〕4

- .333151E…05

一34
,4152

- ,906665

895065

.896286

….998088

-
.812296

-
.261459

….340505

,36939ト

ー
.057556

-
.033086

一
.67436i

.032332

.347227[三 一〇3

.108346F,-OZ

.82'Z349E-03

-
.462672E-03

-
.235396E-03

.39739E-03

- .019?63

-
.02ig79

-
.5589y8E-03

一9
.11814

.60942

.68505G

2.Ii649

1.06495

- .641683

.ZiO?40

.3ii36i

…?.38i5i

-2 .58k74

…1
.82066

AK-sq.

NOB

,97〔}97[

103'1

.93369

346

SH:内 製比率

RF:OEM比 率

RQV.有 形固定資産当期増加額増減率

RQW:有 形間定資産当期減 少額増滅寧

RRO:出 向者数増減 率

RRR:営 業利益増減撃

RL:平 均年齢

NOTE・ 零(-n)denotCS参varlableatレ ーn、Yeardu田 皿iesarelncludedlneveryregrCSslons.
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表皿一1パ ネルデータの分析 結果:1980-1996

M[THIr(flxederfectS)F.STiMATIU,1

従属変数:有形間定資産当期増加額増減率
期末従業員数

製造業 非製造業 製造業

男性従業員数

非製造業

εS1ima〔ed〔-Es【lma〔ed〔-

CoerflClentstatlstlc(:oefr}Clenls聖alls竃i{=

Estimatedt-Estimatedt…

CoefflclentStatlstlcCoefficlents{aエlstlc

独立変数:

RF4.6i539

RF(-1)-2,02974

SH3.11646

SH(_1)一.570283

RQw.066470

RQ脚(-i)一.943908E-0.,V

RR}3i.33316

RRIII-1>一.35140

RRR….i49318f…0°

RRR(-1).0【4562

Rl..013681

3.1;701

…;!.01803

'!
.4199',

一
.94?936

i1.2006

-1 .72957

13.0001

…4
.194ii

…
.8`10348

L111-1

3.1303?

1.0663

1.ill9°

…°
.00185

R41614

.362388E-02

- ,78[044E-.02

3,Tl230

-
.il7°.3

.03486

- .058819

91R896F,…0?

一
,38568T

I.16608

-
.8210°6

4998i°

1.37?43

-1 .9409K

4.95567

-
.95;89fi

.63396

- .K3°615

.987T2i

RF

RF(-U

SH

sH←11

RQ噺

RQW(…1>

RRf

PRIG-I

RRF

RRR(…1)

RL

4.21880

-1 .?9084

3.03611

…
.538404

.066191

- .U12055

5.885QH

-1
.86`'34

-
.800913f;-OZ

.016384

.幌41HO

°.85864

-1 ."+4458

2.33616

-
.8R7Z49

目,17;0

-1 .98113

1f.;iR(1

-3
.51fii3

- .8.1"331

1.40043

3.30858

一i.32τ82-。485017

1.699501.16904

-2
.49369-1.03454

.193439.4r"til&

.328629E…02[.24278

- .769560E-02-i.94177

3.736Zax.16167

…
.818719…1.14888

.〔〕33035.599738

- ,Oi3i47-1.08273

.671545E-〔[2.T29215

,AR-sq.

NOB

.031689

13489

.049038
'353

.028956

133iR

.045901

°329

RQV:有 形固定資産当期増加額増減率

RF:OEM比 奉

SH:内 製比牢

RpW:有 形闘定資産当期減少額増減率

RRf]:期末従業 員数増減率

RRR:営 業利益増減躯

RL:平 均年齢

RRI:男 性従業員数増減牢

NOTE:零(-n)denotes宰variableat{-n.、eardu㎜ieSarelncludedlneveryregresslonS.

表皿一IIバ ネルデー タの分析結果:198U-1996

噺1THI、(f1又cdeffpc【s、ESTIMATio、

従属変数:有形固定責産当期増加額増減率

女性従業員数
製造業 非製造業 製造業

臨時従業員数

非製造業

E∫11maledt-Es【1国a【ed1-

CoefficientstatisticCoefficientstatistic

Est1皿atc'dt-FSIl艶atedl-

CoefficientstatisticCoefficientstatistic

独立変数.

RF

RF(-U

SH

SH(-1)

RQ買

RQA'(-U

RRl

RR1(-1)

RRR

RRR(-1)

RL

4.X6080

-
.93063

3.75428

- .9532?9

.083998

- .0;!0306

1.[4698

-
.091002

- .576614ε 一〇2

.OlgO61

.0!384

2.76092

-
.891T88

?.80916

-1 .5°34;

口.?03[

-0
.5811

6,372臣

一
、535405

- .618146

;.3963

2.82787

一.435479

1.55343

-
.731967

- .379i-t3

.355587E-02

-
..70°6aE-0:

.6H884

,290TO9

,042707

-..078200

.010269

一.}5!204

1,00732

-
.90343

- .2[6423

1.30686

-1
.88726

160424

67086

6429:

i、口0!2

t.o.部

RF2.}694?

RF(-1)1.41480

Sfl7.4R6ig

Std'・_‐1)‐.4ZIR39

RQN.055085

RQ買 〔-i>一 ・.049283

RR°.031140

RRP(…U….414908E…0'Z

RRR.395033E-02

RRR(-1).038444

R1..941361E-C3

1,53029

1.46576

4.↑901?

. ,800537

10.6841

-5
.6H904

1.:,'315'

一.160330

.i5758K

3.69159

.`143168

4,687341,40072

.342457,2!2829

6.093881.6994°

…3
.13924-1.22860

,37104LE-02.840693

-
.Oilgi5-2,045}6

.356478E-・02,381559

- ,i80801F-02-.}93593

-
.011940-.1743°0

-
.!9L145E-02-.027796

.484406E-02,46554!

AR-sq.

hoa

.03052

12944

.03296

2260

0'1514

7670

一
.245506E-02

UOl

RQV:有 形固定資産当期増加額増減皐

RF:OEM比 率

SN:内 製比率

RQW:有 形固定資産 当期減少額増減率

RRJ:女 性従業員数増減率

RRR:営 業利益増減牽

RL:平 均年齢

RRP臨 時従業員数増減率

NOTE:車(-n)denotes零varlableaしt-n.Yeardumln}esarelnciuljetilnPyerYregreSslons、

表皿一IIIバネルデー タの分析結果:1980-1996

賀IT}1!、(flxedeffrc【S)ESTIMATIon

従属変数:有形間定資産当期増加額増減率
出向者

製造峯 非製造業

ES【loatedt-ESt【 国aLedc-

Coefric}en【s【atlstlcCoefr【c}enlstat[Stlc

独 、t変数:

RF

RF(-1)

S{I

SH(-1)

RQw

RQW(-1)

RRO

RRO(…1)

RRR

RRR(-1)

RL

一1
.6°899

2.80189

3.U°6:,'

-1
.346°9

.369:,11

- .03巴91

- .16463

…
.000665

.884626E-02

….011645

.9T448iE-〔 〕2

一
.5i539"

1.83939

1.〔}2↑58

-1
.07986

2i.78iu

-2 .4589,,

-i
.IR3iI

…
.?334RR

i3i400

- .18011:.'

1,[6212

一15 .76　 O

x.57165

2、73720

-.
.525235

- .180907

- .24335

-
,027TT9

、022700

3.06080

-! .8509"

.068UO1

…1.;79Q3

1.1999

.33}626

- .09254T

-2 .01'189

-2
、77298

-
,26↑755

.'18099

3,口059

ヨ.82785

1.8Ei8?1

4R-sq.

10B

35`'0°9

1032

.088791

346

RQV有 形固定資産当期増加韻 増誠睾

RF()EN{レ ヒ～辱二

SH.1勺 製yヒ≧毒三

RQwも 形固定資産当期減少顧増減率

RRO出 向 者数増減灘

RRR営 業利益増誠率

R!、:平均年齢

、OTE.專(-n)den〔}tes奪variahleatt-nYeardu㎜le～arelnciuded}neveryregresslonS ,
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表N-1バ ネルデータの分析結果:1980-1996

WITHIr(fizedeffectslE:STIN .ATION

従属変数 有形固定資産当期減少額増減率

期末従業員数
製造業 非製造業 製造業

男性従業員数
非製造業

Estimatedl-Estl皿aledL-

CoefficientstatisticCoefficientstatistic

εsitmatedt-F,s【1囮aled【-

Coeftlclen【SlatiSilcCoeff}c!entSca【1stic

独立変数'

RF

RF(-1)

sti

SH(-1)

RQY

RQv(-U

RRII

RRH(-D

RRR

RRR(-1)

RL

10.5953
-2 .04257

2.6636

.052269

.161577

.090061

.113949

178447

.47803RE-02
-.505039E-02

.95853E-02

4.83730

-1 .37101

1.31f4i

.057282

11.9816

6.40270

.20303°

.209499

346885

-
.293811

1.49866

一4
.39345

7.了7475

5.9145

3.OI644

.286010

.168894

-2 .64054

.8160,,

.083823

.目5932

- .14330

一
.194784

.648594

.267058

.2(9522

1.59801

.692566

- .429541

- .13296

186556

.201039

-2 .303;',?

RF

RF(-1)

s[i

SH(ヨ>

RQV

RQY(-1)

RRI

RRI(-1)

RRR

RRR(…1)

Rl.

10.7378
-Z .?0314

2.94R19

.Oi3646

1fi24U1

100644

.332112

140919

.39352E-02
-.444379E-02

.010402

4.8353?
-1 .43016

1.50611

.080574

i2.ooas

6.64'154

.424240

175301

283424
- .2521i5

1

一6
.?9901

8.26376

3.65579

3,目868

.282054

176960

.K4i694

- .603498

.066980

.12841

- .Ifi8859

一
.X98706

.683116

.182236

.225731

1.53'16?

.86098

13987

….10003Z

.146168

.2°6514

-: .°1055

.AR-sq.

NOR

.039696

13489

.692612E-U2

2353

.040584

13358

.8i3316E;-0°

2329

RQw有 形周定資産当期減少額増減車

RF:()EMrヒ 率

SH.内 製比率

RQV'有 形固定資産当期 増加額増減率

RRfl期 末従業員数増減 廓

RRR:営 業利益増減率

RL平 均年齢

RRL男 性従業員数増減率

NOTE;(-n)denotessvartableatt-n.YeardummiesareincludedineveryreKressions.

表IV-nバ ネルデータの分析結果:1980-1996

WITHI!v(flxederfectS)ESTIM,ATION

従属変数.有形間定資産当期減少額増減率

女性従業員数
製造業 非製造業 製造業

臨時従業員数

非製造業

ESc!maledt-EStloated【-

CoefficientstatisticCoefficientstatistic

Estimatedt-Estimatedt-

CoefficientstatisticCoefficientstatistic

独立変数

RF

RF(-1)

Sfi

SN(-U

RQv

RQV(-1)

RRl

RR1(-1)

RRR

RRR(-1)

RL

i.7359i

-315735

2.60585

245050

.15005?

.096255

.121896

.214191

.475026E-0?

.01目91

.319075E-03

3.9?31i

-2 ,37465

1.592':

.307255

}28790
"
r.91343

-一.530300

….926016

.399768

- .626133

-
.OSi119

…6
.15191

7.21;82

2.13340

4.70了66

.293980

口9748

-2 .63472

v.LIIIOL

.08501

128267

.173619

一
.260266

56914K

13186

.3269;9

1.58811

.83104

- .84068;

一
.706613

18505°

.'Z?1416

-2
.2iO97

RF

RF(-1)

SH

SH(-1)

RQV

RQV(-1)

RRY

RRP(-U

RRR

ftRR(-1)

Rl.

8.55746

4.84098

4.78049

1iOiOO

.415085

14i870E-02

- .035?30

.013954

.544333F.-03

….54896iE…0`1

.01003i

2.2384i

1.85919

1.54376

.1196iO

ii.oags

.U24313
-.516546

199887

.028485
-.195170

.96151

51.6188.09990

-5 .93793-.501597

41.Oi861.55100

1.iOi51.058866

.3174811.32013

.4794252.06551

.011ill.li1Z59

-
,428385E-〔 〕2-.062350

.184`145.365690

.09954TI95763

-
.263393…3.71784

,AR-sq.

NOB

.04564?

12944

.388544E-02

ZZ60

167088

5670

.057470

1101

RQW:有 形固定資産 当期減少額増減率

RF:c)EM比 率

SH:内 製比率

RQV有 形固定資産 当期増加額増減牽

RRJ.女 性従業員数増減率

RRR営 業利益増減率

RL平 均年齢

RRP臨 時従業員数増減率

NOTE:+(‐n)denotes:variableatt‐n.Yeardummiesareincludedineveryregressions.

衷IV一皿 パネルデータの分析結果:1980--1996

WITHIK(fixedet(ects)ESTIMATION

従属変数 有形固定資産当期減少額増減牢
出向者

製造業 非製造業

Estimatedt‐Estimatedt‐

CoefftctentstattsticCoefficientstatistic

独立変数

RF

RF(-t)

SH

SH(…1)

RQv

RQV(-1)

RRO

RRO(-1)

RRR

RRR(-1)

RL

一2
.85729

1!1

-4 .65071

.493470

.914585

.935786F,-02

.519130

03343

-
.010'106

.084ii8

- .?9i820E-02

一
.559512

-
.413957

- .9i70R9

.240298

21.9400

.210721
`1
.3034

.213102

- .52638

.8口 口[

.118806

一口 .3242

ia.900i

l2.0614

-8 .03039

- .029875

.133543

.032816

-
.016252

1.35830

1.49209

-
、95634SE-02

一2.63752

3.62203

2.22611

…2.20910

- .75`'669

3.3915

.47546°

一
.23433

2.101i2

2.20894

- .390189

,AR-s4_

NOB

.458377

1032

.163376

346

RQw:有 形固定資産 当期減少額増減率

RF.OEM比 率

SH「 メ9製比率

RQV有 形間定 資産 当期増加額増減率

RRO,出 向者数増減率

RRR,営 業利益増減率

RL平 均年齢

tiOTE掌(-n)denotes傘varlableatt-n,Yeardu㎜1eSarelnc}ロdedlneveryregresSlonS・
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表V-1バ ネルデー タの分析結果:1984-1996

wlTHIN(rtxf'defifectc)ESTINATION

従属変数:従業員数増減牽

製造業
期末従業員数

非製造業 製造業
男性従業員数

非製造業

Este●atedt-Estinatedt-

CoefficientstatisticCoefficientstatistic

F.stmatedt-F.stmatedt-

Coefflclents【atIS工lcCoefftclenc£tatls【lc

独 立変数,

RF

RF(…U

Sfl

sEi-〉>

RQV

RQV(-1)

RQR'

RQW(…1)

RRR

RRR(…1)

RL

一
.XO7948

157726

i

-
.07i444

.183845E-02

.916916E-04

.159893E-i14

-
.334565E-04

164135F:-03

490585-U3

-
.6i5754E--0,,

…9
.11454

9.98990

- .943733

-?
.70yR1

13.0634

,622370

16979H

-
.'39353

.f3991

2..3°3R

…9
."4440

.375404

- .16933

.350349

-
.1)8Z438

.318340F,-0

50900E-03

- .418274E-04

-
,157725E-03

164008f:-0'.',

1543iiE-0°

一
.834357F-03

4,71529

-a .ooiaw

5.013aK

-1
.69i4u

J.036.4

,59259i

- .5:i8800

-t
.35ZY1

1.03°8'.

.T5559'

-3
.口,,

RF:

RF(…1)

Sii

SH!-i)

RQV

RQv(・-D

RQ買

RQ買 いD

RKK

RRRi…U

R1.

一
.°0098fi

.149951

….53770P,E…0?

….089388

.180R8?E…0::

.i90583F.-04

.44i38:'E:-04

.149T41F-04

.;i;3391E-03

.485893E-L'3

-
.63'!913E;…03

一7
.87623

8.44637

-一.238451

…8.51361

i.soya

.m8929

.428047

.140689

°.34183

,,
L.39;i99

・8
,5丁455

.43886(

‐
.i;Gaya

.401°50

- .094417

.350536E-02

.5?66T;E-03

.658677E-〔}5

- .829538[三 一〇4

.206t44E-02

.941072E-〔 〕3

-.
.651580E.-03

5.35i83

-3
.95608

5,56380

-1 .R9?8`1

5.28780

、7T8490

.082634

- .694068

1.24?61

.十;,9118

-2 ,35604

AR-sq.

NOB

091351

13489

(1;3Kni

°3a3

06173;

13358

.07134T

2329

RR}L期 末従業員数増減率

RF:⇔EM比 壌i

SH・F人ヨ製比茎嘩ζ

RQV.有 形固定資産当期増加額増減 率

RQw:有 形置定資産当期減少額増減 率

RRR.営 業利益増減率

RL:平 均年齢

R田 男性従業員数増減率

NOTE:*(-n)denoces傘varlableatt-n,Yeardu皿mleSareIncludedlneveryregreSSIorls,

REV-IIバ ネルデータの分析結果:1980-1996

WITlii～(flXedPfrcciS>ESTIN,1110～

従属変数:従業員数増減率

製造業
女性従業員数

非製造業 製造業

臨時従業員数
非製造業

Estl旧aしedt-・ES[1国ated[-

CoefrlC[entsla【ISIICC〔jeff}ClentSlatlS[1C

ESし1mated1-Estlmatedl-

Cc〕rff;cicncstat}sucCoel臼C[enlsta:いtit

独立変数:

RF

RF(-1)

SH

SB(-D

Rur

RRV(…//

RQW

RQW(-1)

RRR

RRRc‐>

RL

一
.226226

.06281

- .i43iL5

-
.0916?

.307449E-OL

.145495E-03

- .18669E-03

-
.IiOOIUE-U3

….15r145E-0?

.858699E-U3

-
.i10552E-U3

』.94632

【.ISIS

-2 .lof28

-!
.35:115

6,566TO

i.51940

- .502815

-
,4:,0550

…3 .30960

i.°U183

-3
.45;,Q5

.238753

- .405741

….?U:'781

。48マ888

.208253E-02

.693613E-03

- .146894F.-0

…
.441976E…03

- .244319E…02

.12T455卜02

.
,884094E-03

:.ayo

-4
.49〔〕06

-f .363?

4.764τ0

1.7if10°

.44?562

- .91631

-1 .83901

-
,4?66;

.3t〕T200

-1 .57136

R'r

RF:・lP

SH

SH(…U

RQV

RQV(.-i)

RQF

RQN'(-i)

RRR

RRR(-D

RL

一1.03"O

i966i1

-
,108348

- .303634

.010109

,875596E-02

….134175E-0°

,529054E-02

-
,423igOE-04

- .413427E--02

.36155[E-02

一1.333?9

1.48153

‐
.Ib9411

-1 .0310°

1.2911i

.663138

-
.61936

.99i341

-
.OlO725

-
.711891

1.67781

一.140689

-
.9397°5

-'1
.86188

2.02978

.049805

,409001F;-U()

.285801E-0.,

一.9582i6F,一 〔}3

- .0'7833

.73636?F.-0°

….711°33f;-0"

一.Oii859

- .113676

-
.224996

,224135

.49182

03&480

.182354

-
.046?85

….10518

0`'f913

…
.1550°8

AR-sq.

NOB

.017173

12944

,02816?

L'60

.175?61

5670

.043;',6

io

RRJ:女 性従業員数増減準

RF:C)EM比 率

SH:内 製比寧

RQV:有 形悶定資産当期増加額増減率

RQW:有 形固定資産当期減少額増減 率

RRR:営 業利益増減率

RL:平 均年齢

RRP臨 露与そ遊業員数増減滲i

NOTE:零(-n)deno[es零varlableat【-n.Yeardum皿1esarelnciudedlnrveryregreSs}ons.

衰V一 皿 パネルデータの分析 結果:1980-1996

MITHIN(flxedeffects)ESTiM;1TION

従属変数:従業員数増減率
出向者

製造業 非製造業

EStl薗a【ed1-Es[1艶a【edし 一

CoefflclentCtat}5、[;(・Coefflc!enしstatl～ 〔[c

独立変数.

FF

RF(-1)

SH

SH(-U

KQ`

RQV(-1)

KQW

RQw(-I

KRR

RRR(-P

RL

.422210

- .320356

….38fi753

40333

-
.997611E…OZ

-
,i68276E-02

.0日838

…
.1330?IE-03

.154339E-0'1

- .637454E-02

.67169E-03

.54381`'

一.8↑2469

….534239

1.3011

-1
.18373

- .234561

2.コ8732

-
.039907

5230°

一.4〔〕147[

.2T428T

一
.56274〔}

一.?66594

-2 .05↑20

i.iiaoo

-
,992378E-02

- .141932E…02

015129

…
.036805

.410794

….319531

- .306663E-02

一
.09丁695

-.10663

- .X3061

.341336

-
.°R56ii

-
.040905

.296286

…
.i3:;54

,72?6?i

- .54314?

一.}44888

ARsq.

NOH

.033987

103?

一.1091Z5

346

RR〔〉.出向者数増減事

RF:()1…二N{比月郭

SB内 製比躯

RQV有 形固定責産当期増加額増誠率

RQW.有 形固定資産当期減少額増減率

RRR:営 業利益増減率

RL:平 均年齢

NOTE:『 零(-n)denotes零var[ableat1-n,Yeardu皿 コlesarelncludedlneveryregresslons.

・
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表VI-1バ ネルデータの分析結果:1980-1996

WITHIN(f}xedcrfecc5)εSTIMATIon

従属変数・営業利益増減率

製造業
期末従業員数

非製造業 製造業
男性従業員数

非製造業

ES11皿atedt-ES亀1皿a【ed【-

Coefrlclentsla1!sIl⊂Coefrlcien1∫ しaし!sllc

Estimatedt-F,stimatedt-

Coeff1ClentsfaliSlicCoefflClentS【atlS{[C

独立変数:

RF-.329429

RF(-P-.035231

SH-.833ili

Sfl(-1)一.Z?6860

RQV-.i7R991E-OZ

RQV(-D.691226F,-04

RQW.181416E…OZ

RQW`-D-.201357E-02

RRH.541892

RRH剰 一1)-i.23165

R【、 一,14n763E-02

一.230001….069146-.063322

-
.035684i.688442.9023〔1

- .659154-?.3;257-:,'.4i38H

- .3820922.199;63.3036&

…
.88?915.616568F.-02.10';595

.74R844E-〔}2.204250E-02.i72tOi

.3!9361.02360E-03.19014

- .330074.326864E:-03.204345

.9?2587.292717.979004

-2
.22320¶ 一.0260[6-.08TO54

- .343i39.30τ974E-02.834052

RF-.04503〔}

RF(-U….315087

SH….R81`139

SH!-1>一.17518

RQV-.850696E-02

RQV(-U….198619F,-OZ

RQ騨.16i322ε 一〇2

RQW(-1)一.104597E…0'l

RRI1.07674

RRI(-U-.803467

Ri.一.ll8385E-02

一
.031i1R9

- .313019

- .691631

-
.?60igf

-
.960641

- .199415

.°73136

-
.173904

2.口304

-i .53x34

-
.281518

一
.419893

1.85964

-2
,16?72

1.97863

.598430E-02

.95035E-03

.153237E-03

.24366E-03

.354506

.036263

.240769E-02

一
.386862

3.°1490

-2
.26330

2.96586

.671687

.09643

.145244

.!5088

1.22〔 〕65

.1°5752

.657i75

AR雪q.

NOB

.262457E-02

13489

FbO'↑
7430

353り
'臼

} .302614E-OZ

13358

【̀【,i
99
む
0

脚

90
「U

3り

6

RF:(、)EM比 郵

SH:内 製比峯

RQV:有 形固定資産当期増加額増誠箪

RQW有 形固定資産当期減 少額増減牽

RRH:期 末従業員数増減率

RRR:営 業利益増減率

RL:平 均年齢

RRI:男 性従業員数増減率

VOTti:3(‐n)denotes=variableatt-n.Yeardummiesareincludedineveryregressions.

表VI-IIバ ネルデータの分析結果:1980-1996

賀1↑HIN(flxedeffect～)ESTIMATION

従属変数:営業利益増減率

製造業

女性従業員数

非製造業 製造業

臨時従業員数

非製造業

Estl国a【ed【-Estl艶ated【-

CoerflClentstatISIlcCoe∫rlclen【statls【1c

Estimatedt-Esttmatedt-

CoefficientstatisticCoel'icientstatistic

独立変数:

RE

RF(-1)

SE?

SH(-U

RQV

RQv(-U

RQW

RQ費(-D

RRl

RR1(-1)

RL

一
.38747

-
,47【39ZE-U2

-
.H99i14

- ,430542

- .641001F,-0?

一
.322869E-02

.278836E-02

….1835R7E,-0?

一
.609323

-
.IRO335

- .i89930E-02

一
.260265.316142.275979

-
,459589E-02}.466772.38il4

-
.684707-2.16721-2.15↑40

-
.6999662.207773.16250

- .708616.767278E-02,Rsi263

-
.340622,!i37i6E-02.108012

.391504.197541E;…03.181430

- .235455.225368ε 一〔}3.i37887

-3
.43961-.10310-.188i3:'

-1
.Ol[ll-.03455i-.22マ900

- .440980.A60346%-02619459

RF.57335

RF(-1)一.831861

SH.337824

S}1(-1)一.381i60

RQV.892180E-02

RQV(-1).0?4567

RQ賃.568927E-〔}4

RQ買(一[)一.97120iE-OV

RRP.lJ3380E-U2

RRP(一})一.4L7457E-02

RL-.240288E-02

,913957

- .433852

.1482?

一
.363542

.320206

.SZ1185

.549335E:-02

-
.5i3477

-
.034528

-
.0031i5

-
.31260

一1
.54669

.498466

-3 .24581

1.62589

-
.269183E…02

- .23893ZE-一(ユ3

.73671bE-Q3

.150451E-03

- .35996E-U3

.598095F,-U3

-
.330622E-〔 〕()

一
.969835

.650;!48

-1 .90118

1.3348

-
.172756

-一.015837

.349:35c

.054010

- .080861

.f34406

-
.667567

.AR-sq.

NOB

.156269E-02

1944

一
.038810

260

.aOOOisr:-02

5670

一
.041358

1101

Rド:C)EM比 率

SH:内 製比率

RQV:有 形固定資産当期増加額増減率

RQA.有 形問定資産当期減少頬増減率

RRj:女 性従業員数増減率

RRR:営 業利益増減躯

RL:平 均年齢

RRP:臨 時従業員数増減率

NOTε:8(-n)deno【es奪varlabieat[-n.Yeardumlesarelnciudedlneveryregress】 〔〕ns.

査VI一皿 バネルデータの分析結果:1980-1996

wITHIN(flXedeffecIS)ESTiNATIon

従属変数:営業利益増減寧

出向者
製造業 非襲造業

Estimatedt‐Estimatedt‐

CoefficientstatisticCoefficientstatistic

独立変数.

RF

RF(-i)

sfi

SH(-11

RQV

RQV(-U

RQW

RQW'(-1)

RRO

RRO(-1>

RL

1.1603H

‐
.4926al

3.〔〕9554

- .061683

_074634

.881894F.…0'1

-
.035562

.316379E-U?

.'1ZH758

.040499

-
.5056?3E-02

.12RiR6

-
.115447

.368373

- .01R6R3

.76'Zfi90

.105938

-
.5906;6

.081788

,573888

.14639:

一.2iO57〔 〕

.990139

.31igi1
-1 .41813

846410

.013403

1.5848i

80504
-2 .79258

2.40523

3.63240
一.264456E-OZ-.703513

.0108191.89813

.787648F,-021.42460

.582083F,-02.895880

- .100685E-03-.015437

-
.457137E-02-1.99375

Aft-sq.

yoK

一
.562169F.-OZ

1032

.436690

346

RF:()E}嫉/ヒ 率

SH:内 製比率

RQV'有 形固定資産当期増加額増減牽

KQW:有 形固定資産当期減少瀬増減率

RRO:出 向者数増減奉

RRR:営 業利益増減率

Rl、:平均年齢

roTF:零(-n〕deno【es傘variabieatt-n.Yeardum皿leSarelncludedlneveryregresslons.
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